
 

第5章  原子力利用の大前提となる国民からの信頼回復 

 

 

東電福島第一原発事故の政府事故調報告書では、事故の状況や放射線の人体への影響

等についての政府や東京電力から国民に対する情報提供の方法や内容に多くの課題が

あったことが指摘されました。また、事故が発生した際の緊急時だけでなく、平時の情

報提供の在り方についても課題が指摘されています。これらの課題は、国民の原子力に

対する不信・不安を招く主原因の一つとなったと考えられ、情報提供等の取組に関する

政府や事業者による試行錯誤が続けられています。 

今般、原子力委員会が改定した「原子力利用に関する基本的考え方」では、基本目標と

して、「全ての原子力関係者は、国民からの信頼回復が原子力利用の大前提であることを

肝に銘じて、具体的な取組を進めていく。その際、国民の声に謙虚に耳を傾けるととも

に、原子力利用に関する透明性を確保し、国民一人一人ができる限り理解を深め、『じぶ

んごと』としての意見を形成していくことのできる環境を整えていくことが必要である。

そのため、原子力関連機関は、科学の不確実性やリスクにも十分留意しながら、情報を

発信する側と情報を受け取る側の双方向の対話等をより一層進めるとともに、科学的に

正確な情報や客観的な事実（根拠）に基づく情報を提供する取組を推進する。」としてい

ます。 

このような目標の下で、国や事業者を始めとする原子力関係機関は、情報提供やコミュ

ニケーション活動等の取組を進めています。 

 

5－1 理解の深化に向けた方向性と信頼回復 

東電福島第一原発事故は、福島県民を始め多くの国民に多大な被害を及ぼしました。事故

から既に 12 年が経過した現在でも、依然として国民の原子力への不信・不安が根強く残っ

ています。さらに、事故を契機に、我が国における原子力利用は、原子力発電施設等立地地

域に限らず、電力供給の恩恵を受けてきた国民全体の問題として捉えられるようになった

面があるとも言われています。 

事故により失われた原子力利用に対する信頼は未だ回復するには至っていません。原子

力に携わる関係者は、引き続き立地地域を始めとする国民の声に謙虚に耳を傾けるととも

に、原子力利用に関する透明性を確保し、国民の不信・不安に対して真摯に向き合うことが

不可欠です。そのためにまず、東電福島第一原発事故以降行われてきた取組事例の評価、検

証による教訓等を活かしつつ、科学の不確実性やリスクにも十分留意しながら、双方向の対

話や広聴等のコミュニケーション活動をより一層進め、国民の関心に応え、取組や活動を強

化していくことが必要です。情報源、情報内容とも多様化する中、また、国民が自らの関心

に応じて情報を自ら取捨選択できるよう、科学的に正確な情報や客観的な事実（根拠）に基

第第５５章章  原原子子力力利利用用のの大大前前提提ととななるる国国民民かかららのの信信頼頼回回復復  

199 令和４年度版原子力白書

第
１
章

第
２
章

第
３
章

第
４
章

第
５
章

第
６
章

第
７
章

第
８
章

資
料
編

用
語
集

特
　
集

は
じ
め
に

第
９
章


